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午前 １０時 ００分 開会 

教 育 長  おはようございます。本日は４名の委員の出席を得ましたので、委員会は成立

いたしました。 

 それでは、ただいまから、令和元年第２回の教育委員会（定例会）を開催いた

します。 

 本日の会議に出席する職員は、藤田次長、松田地域教育力担当部長、木曽教育

総務課長、星野学務課長、水野生涯学習課長、諸橋地域教育力推進課長、門野指

導室長、平沢教育支援センター所長、渡辺新しい学校づくり課長、大森学校配置

調整担当課長、千葉施設整備担当副参事、大橋中央図書館長、以上１２名でござ

います。 

 本日の議事録署名委員は、会議規則第２９条により、長沼委員にお願いいたし

ます。 

 本日の委員会は、２名から傍聴申し出がなされており、会議規則第３０条によ

り許可しましたので、お知らせいたします。 

 

○議事 

日程第一 議案第１号 教育財産の用途廃止について 

（新しい学校づくり課） 

教 育 長  それでは、議事に入ります。日程第一 議案第１号「教育財産の用途廃止につ

いて」、次長と新しい学校づくり課長から説明願います。 

 

次 長  それでは、議案第１号の資料をご覧ください。 

 議案第１号、教育財産の用途廃止についてでございます。 

 提出日は、令和２年１月３０日でございます。 

 提出者は、板橋区教育委員会教育長、中川修一でございます。 

 教育財産の用途の廃止につきまして、地方教育行政の組織及び運営に関する法

律第２１条第２項により、教育財産の用途を廃止するものでございます。 

 詳細につきましては、新しい学校づくり課長から説明させていただきます。 

 

新しい学校づくり課長  初めに、提案理由ですが、現況道路となっている部分の土地が区有地となって

いないため、所有者所有地と隣接する学校敷地と交換する必要があり、当該教育

財産の用途を廃止し、普通財産として区長部局に引き渡すものでございます。 

 資料の３ページ目をご覧ください。 

 １、対象財産でございます。対象となる財産は、区有地につきましては、現在

の板橋フレンドセンターになっている敷地の一部、１．３５㎡でございます。 

 一方、交換になります民有地につきましては、板橋フレンドセンターの入口の

ところになりまして、そちらの道路部分の土地が一部私有地になっているという

ことで、その交換になります。 

 資料の下段の案内図の丸囲みの中ですが、黒い丸印があると思います。 

その下に三角形の印があると思いますが、そちらが民有地の部分でございます。 
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 ちょうど道路の形態になっているところになります。 

 その下にある「Ｐ」のマークのすぐ下に細長い三角形の印があると思いますが、

そちらが交換する学校の敷地になります。 

 民有地は１３．５４㎡、交換する区有地は１．３５㎡でございます。この土地

を交換いたします。 

 資料の５ページ目と６ページ目に、現状の民有地の写真を載せておりますので

参考にしていただければと思います。 

 現在、道路として使っている部分が民有地のまま残っているものでございます。 

 資料の３ページ目に戻っていただき、２、用途廃止・土地交換地の現状でござ

いますが、学校の敷地となっているところでございます。 

 ３、用途廃止・土地交換の目的でございます。 

 平成２９年度に学校用地測量を行いまして、板橋フレンドセンターの隣接の現

況道路部分が民有地であることが判明いたしました。 

 当該用地を板橋区の土木部の保管区有地と交換を行いたい旨、所有者と協議を

重ねてきましたが、相手方は、土木部の土地よりも学校の敷地との交換を希望し

ているということで、土木部と協議をしまして、学校の敷地の一部を交換用地と

するように決めた次第でございます。 

 道路の隅切り部分であることから、地域の安全性及び板橋フレンドセンターの

敷地活用などへの影響から、教育財産の一部を用途廃止し、普通財産に変更した

後、区長部局に財産を引き継ぎまして、土地交換に応じるものでございます。 

 資料の４ページには、地積測量図を載せておりますので、参考にしていただけ

ればと思います。 

 

教 育 長  質疑、意見等がございましたら、ご発言ください。 

そうしますと、今までは、この相手方に道路の部分の土地を借りていたという

ことになるのでしょうか。 

 

新しい学校づくり課長  その部分でございますが、土木部に確認したところ、なぜこのような状態にな

っているのか、原因が分からないというところが本音だそうで、今回交渉しまし

た相手方に財産の相続がありまして、その際に土地がそこに残っているというこ

とが分かりまして、そこから協議をした結果、土地交換という形で調いましたの

で、お願いするものでございます。 

 

長 沼 委 員  このようなことは頻繁に起こるものなのでしょうか。また、面積が違うのに交

換で良いのかと疑問に思いますが、どのような経緯があったのでしょうか。 

 

新しい学校づくり課長  このような件は、それほど頻繁にあるわけではないのですが、可能性としては

結構あるものだと聞いているところでございます。 

 今回、測量を行ったのも、いわゆる赤道と言われている国の土地が学校の中に

残っておりまして、それを整理するために測量を行った際にこのようなことが判
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明したこともありますので、実際に測量を行ってみないと分からないところです。 

 また、今回のように、財産相続などのときに判明するということもありますの

で、レアケースであるとは思うのですが、可能性としては他にもあると言えます。 

 また、交換する土地の広さにつきまして、初めは、この土地を買い取ることも

考えたのですが、その際に都の規定で、現状、道路になっていますので、今の土

地の価格の１０分の１程度として見る決まりがありまして、今回、土地交換に応

じる際にもその規定を利用しまして、１０分の１の土地交換という形で、相手方

の土地が１３．５４㎡に対して、区の土地が１．３５㎡となりました。 

 

教 育 長  そのほか、よろしいでしょうか。 

 

（はい） 

 

教 育 長  それでは、お諮りします。日程第一 議案第１号については、原案のとおり可

決することにご異議ございませんか。 

 

（異議なし） 

 

教 育 長  それでは、そのように決定いたします。 

 

○議事 

日程第二 議案第２号 意見の聴取について 

           １．令和２年度東京都板橋区一般会計予算 

（教育総務課） 

           ２．令和元年度（平成３１年度）東京都板橋区一般会計 

補正予算 

（教育総務課） 

           ３．東京都板橋区職員定数条例の一部を改正する条例 

（教育総務課） 

           ４．職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

（教育総務課） 

           ５．職員の職務に専念する義務の特例に関する条例の一 

部を改正する条例 

（教育総務課） 

           ６．職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する 

条例の一部を改正する条例 

（教育総務課） 

           ７．東京都板橋区職員の倫理の保持及び公益通報に関す 

る条例の一部を改正する条例 

（教育総務課） 
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教 育 長  それでは、日程第二 議案第２号「意見の聴取」については、令和２年第１回

区議会定例会で審議を予定している案件で、議会に提出する前である本日の教育

委員会において、公開で審議を行う場合、具体的かつ自由な討論、質疑ができな

いおそれがありますので、非公開による審議とし、議事進行の都合上、委員会の

最後に処理することにご異議ございませんでしょうか。 

 

（異議なし） 

 

教 育 長  それでは、そのように処理いたします。 

 

○報告事項 

１．子ども家庭支援調査特別委員会運営次第（令和元年１２月１１日） 

（次－１・次長） 

教 育 長  それでは、報告事項を聴取します。報告１「子ども家庭支援調査特別委員会運

営次第（令和元年１２月１１日）」について、次長から報告願います。 

 

次 長  昨年１２月１１日に開催されました子ども家庭支援調査特別委員会の質疑の内

容につきまして、主に教育委員会のやりとりにつきまして、ご報告申し上げます。 

 「子ども家庭支援調査特別委員会運営次第」の資料をご覧ください。 

 次第にございますように、議題は３点でございますが、質疑が行われたのは、

（２）に記載されております「子どもとその家庭を支援する既存事業の現状につ

いて」でございます。 

 資料の２ページ、自民党の山田貴之議員からの質問でございます。 

 １つ目の丸印ですが、板橋区に児童相談所が開設されることに伴い、現状行っ

ている業務について連携という観点から変わる点についてという質問に対しまし

て、子ども家庭支援センター所長からの答弁でございますが、一番の変更点は、

区民からの通告や虐待の相談が一本化される点である。 

 一本化されると、１つの窓口で受け、区と児童相談所のサービスも一緒に相談

者に提供される。 

 また、２点目として、子ども家庭支援センターでは受けられない、警察からの

書類通告や身柄通告が受けられるようになる。警察からの通告は、児童相談所に

しかできないので、開設後はそれができるようになるということです。 

 次に、２つ目の丸印ですが、虐待発生予防は、区に児童相談所が設置されるこ

とに伴い、変わるのかという質問に対しまして、初めに、１つ目の矢印ですが、

同じく子ども家庭支援センター所長からの答弁でございますが、区民や学校関係

者は、子ども家庭支援センターに虐待の通告を行い、児童相談所との連携が必要

なものは、子ども家庭支援センターが連携をする。そのほかに、区民が相談する

流れで、虐待の通告、警察からの身柄通告、書類通告というものが、情報として

児童相談所に送られるということである。 

 次の矢印ですが、指導室長からの答弁でございます。 
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 学校からみると、大きく２つの点が変わる。１点目は、通告にかかわる戸惑い

が全くなくなることである。現在、一義的には子ども家庭支援センターに通告を

するが、休日夜間には通告ができない。 

 虐待の疑いがあれば、すぐに板橋区の児童相談所に通告すれば良いという点は

利点と考えるとしております。 

 ２点目は、スピード感である。これまでは子ども家庭支援センターと児童相談

所の２つの部署で協議するため、時間的なロスがある。一本化されると、学校と

しては１対１の対応が常にできる。子どもをきちんと見ていく面でも、切れ目の

ない通告体制が整えられると大いに期待しているとしております。 

 次に、資料の３ページの１行目、地域教育力推進課長からの答弁でございます。 

 あいキッズの現場も学校と並ぶ虐待発見の最前線となるので、同じようにメリ

ットを享受できると考えているとしております。 

 次の質問でございます。 

 資料の同じページ、１つ目の丸印でございます。連携が一本化され、一括的に

受け止めるための体制整備について伺いたいという質問に対しまして、児童相談

所設置担当課長からの答弁でございます。 

 区が児童相談所を設置する理由は、身近な相談窓口、虐待の発生予防、迅速な

対応であり、相談、通告が１カ所で受けられることが最大のメリットと考えてい

る。そのため、業務が非常に過重になるので、人材確保や体制として、児童福祉

士や児童心理士の必要人数を状況として伝えているとしてございます。 

 体制整備の肝の部分でございますが、これは何よりも人材確保が大切であると

いうことを申し述べているところでございます。 

 次に、資料の４ページ、共産党の石川すみえ議員からの質問でございます。 

 １つ目の丸印でございますが、既存事業において、虐待の発生予防が主な目的

になっている事業はどれかという質問でございますが、４つ目の矢印、地域教育

力推進課長からの答弁でございます。 

 家庭教育学級を各小学校のＰＴＡに委託し、親としての教育力を高め、人間性

豊かな子どもの育成を図るということを目的に、様々なテーマで行っており、そ

の中で虐待予防につながるセミナーも実施されているとしております。 

 次に、資料の６ページ、市民クラブの南雲由子議員からの質問でございます。 

 ２つ目の丸印でございますが、（仮称）板橋区子ども家庭総合支援センターの

窓口には、虐待の通告、虐待しているかもしれないケースの相談、子育てが憂鬱

な相談も同じ窓口になるのか。同じ窓口の場合には、重篤なケースとそうでない

ケースの対応が一緒にあったときに、しっかりとした対応ができるのかという質

問に対しまして、児童相談所設置担当課長からは、同じ窓口となるということで

答えています。 

 続いて、資料の次のページですが、子ども家庭支援センター所長からは、子ど

も家庭支援センターの、なんでも相談は間口を広くし、子育ての悩みから通告ま

でを受けている。間口を広げることで、信頼関係を構築し、色々なことを聞き出

し、区のサービスにつなげていくという答弁でございますが、質問者の意図とし
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ては、児童相談所の窓口を前提としての質問でございまして、この部分について

は、相談とサービスを同じ窓口で行うのかの是非を問う質問だと思いますので、

ここで報告をさせていただきました。 

 次に、資料の１１ページ、公明党のなんば英一議員からの質問でございます。 

 １つ目の丸印ですが、児童相談所に虐待相談に行っても個別支援計画がなく、

支援が途切れて重大な事件になっている。学校のいじめ、家庭内のＤＶから、メ

ンタルにつながり、不登校や大人のひきこもりになり、全部循環しており、関連

している。不登校６００人の理由には、虐待やＤＶ、貧困が関係しているかもれ

ない。不登校の予備軍が１，０００人いたら、個別支援計画は１，０００人必要

になる。教育委員会も、いじめの問題は学校だけでは解決できないのであれば、

他にない制度をつくっていただきたいが、いかがかという質問でございます。 

 これについては、私、及び、子ども家庭部長から答えてございます。 

 連携については、切れ目なく施策を打ち出しているが、社会のニーズは非常に

細かく多様になっており、対応が難しい。今後、（仮称）板橋区子ども家庭総合

支援センターと連携し、切れ目なく、自立した社会生活を送ることができる体制

を整えていきたいと答えてございます。 

 また、子ども家庭部長からは、次回議題となる不登校対策にも関係することか

ら、教育委員会と連携し、子どもを支えていくより良い体制をつくっていきたい

と答えてございます。 

 最後でございます。資料の１３ページ、無所属の会の井上温子議員からの質問

でございます。 

 保育園、小・中学校には虐待の疑いがあれば通告義務があるが、判断が難しい

場合もあり、現状ではどうなっているのか。そして、虐待があるか否かについて

確認するのは児童相談所で良いのかという質問でございます。 

 資料の１４ページ、２つ目の矢印でございます。 

 初めに、子ども家庭支援センター所長からの答弁でございますが、保育園等か

らの虐待の通告はいただいている。ただ、保護者との関係について苦慮されてお

り、対応については相談させていただき、通告ではなく、情報提供ということも

あり、迷うことが多いと感じている。 

 次に、指導室長からの答弁でございます。 

 ３つ目の矢印ですが、虐待の通告については、学校に対し、通告するように指

導を繰り返し行っている。 

 教員には「虐待の判断は通告者がする必要はありません」という頁を示してお

り、教員が通告することを戸惑わない、判断するのは児童相談所であることをし

っかりと伝えていると答弁してございます。 

 また、続いて、地域教育力推進課長からの答弁でございますが、あいキッズの

現場においても、現実的には、現場が速やかに判断して通告し、地域教育力推進

課や学校に連絡があるとしてございます。 

 以下、各委員の意見となってございますので、これについては、後ほど、ご確

認をお願いしたいと思います。 
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教 育 長  質疑、意見等がございましたら、ご発言ください。 

 

松 澤 委 員  児童相談所の件と虐待の件が多かったので、それについて確認をしていただき

たいのですが、先ほど数名の議員の方からも出てきておりましたが、保育園から

小学校など、色々と連携する場所が多岐にわたっていると思います。その対応を

その部署ごとに連携していくのか、それとも、例えば、児童相談所が全部把握し

ていて、そこが全部の責任を負っているのかというところが分かりづらかったの

で、そこが１点と、もう１つは、南雲由子議員の質問だったと思うのですが、重

篤なケース、緊急を要する場合とそうでない場合のすみ分けを、同じところで行

うようなお話でしたが、その辺りも含めて、今後、特に緊急なケース、病院の救

急対応などは、最初に判別して行っていると思うのですが、そのようなことは、

今後、対応していくのかというところも、お聞きしたいと思います。 

 

次 長  初めに、連携についてです。一義的には、取りまとめるのは最終的には児童相

談所になろうかと思いますが、各部署それぞれの役目がございますので、これは

区として、全体として連携していくという形になろうかと思います。 

 今、連携の形がまだ完全にできているわけではございませんので、教育委員会

も含めて、保健部門など、それぞれございますので、その関係者としっかりと情

報交換できるような体制を整えていかなければいけないと思ってございますが、

まだそこまで進んでいない状況でございますので、しっかりと進めていこうと思

います。 

 特に教育委員会では、学校の現場と教育支援センター、非常に大きな関わりが

あるというところでございますので、その辺りの連携をしっかりと行っていきた

いと思ってございます。それと合わせて児童相談所との連携という形になろうか

と思います。 

 それから、南雲由子議員からの質問でございますが、これにつきましては、児

童相談所には大雑把に見て、１７の種類の相談窓口があります。 

 虐待を扱っているのは擁護相談ということで、１つの窓口といいますか、１７

種類の相談窓口のうちの１つでございますので、当然、擁護相談のほかにも、鬱

や保健相談、障がい者の相談、非行相談、育成相談など、様々な相談があります

ので、それぞれ、その事象によって分けていくということで、必ずしも１つの窓

口で全部取り扱うような話ではございません。 

 当然、児童相談所の相談体制に合わせて、フルスペックで行っていくというこ

とで、１７の窓口の中で振り分けていただくという形になろうかと思います。 

 

松 澤 委 員  現在、もしＤＶ被害に遭っているような場合、今後体制をつくっていくという

現状では、問題があるのではないかというのが１点気がかりなのと、現状はどの

ような対策をしているのかということだけでも知りたいというのがもう１点と、

今、１７の種類になっているが、例えば虐待やＤＶに対しては１つの窓口という
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お話だったのですが、その点に関しましては、複数の事例がある場合もあるかと

思います。その人、その子どもに対しての、重篤なケースということを、南雲由

子議員の質問ではおっしゃっていたのか、それとも１つの事例の中の重篤という

ことなのかははっきり分からないのですが、悩みをたくさん抱えている方もいら

っしゃるのではないかと思いますので、その辺りの改善策といいますか、例えば、

早期に芽を摘んでいくのであれば、最初に、どこがスタートなのかということを

窓口分けしていくのは良いのではないかと思います。例えば、自分が気になって

いるのは、ずっと板橋区にいる方はそれで良いと思うのですが、他区から来た方

が一番問題になるのではないかと思います。 

 また、外国の方などの場合や、他区から重篤な方、様々な事例を持っている方

が来た場合にはどのように対処していくのかなど、どのような見通しをつけるの

かということも気になりました。 

 ですから、板橋区としてのビジョンはそれで問題ないとは思うのですが、緊急

の場合の他区から来た場合などで、子どもの状況によって、すぐに対応しなけれ

ばいけない場合などはどうしたら良いのかをお聞きしたいと思います。 

 

次 長  確かにＤＶ等の対応については、一義的には子ども家庭支援センターで受けて

いるわけですが、その体制について、連携も含めまして、この対応というのは非

常に遅れていると言わざるを得ないと思います。 

 来年から大幅に体制を変えていく予定でございます。これは教育委員会として

ではなくて、子ども家庭部で、また新しい組織体制でかなりの人数を増やして行

うということで、早急に取り組む必要があるということで認識しているところで

あると伺っております。 

 実際には令和４年度からという形になろうかと思うのですが、ここに向かって

早急に取り組むように、私も設置の委員になっていますので、その辺りはしっか

りと意見を出していこうと思ってございます。 

 それから、他区から来られた方や外国の方の対応でございますが、これについ

ては、児童相談所でどのような形で受けるのかというのは、私の方では説明がで

きない状況でございます。 

 ただし、他区から来られた場合については、情報交換などが上手くいかなかっ

たことから問題となった区外の事例もございます。 

 そうしたものをどのように改善していくのかというのが大きな命題の１つでご

ざいますので、これについては、板橋区として児童相談所を開設するに当たって

は、しっかりと情報交換を行っていくということを組み入れていかなければなら

ないと思ってございます。その辺りも、検討してまいりたいと思います。 

 

地域教育力担当部長  ＤＶの場合には、福祉事務所の女性相談、また、男女共同参画の部署でも女性

の相談窓口を持っていますが、そのようなところに相談し、非常に緊急性が高い

場合には、シェルターというものがございますので、他区から来た方においては、

例えば板橋区で保護するのであれば板橋区のシェルターを使う、また、東京都等
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でもそのような相談窓口がありますから、広域的にも、一旦シェルター等の安全

な場所に保護し、そこで落ちついて専門の相談を受けていくというようなことで、

子どもも含めて、まず安全な場所に保護するような仕組みはでき上がっています。 

 そこから子ども家庭の相談窓口にどのようにリンクしていくのかというところ

は、これからまた詰めなければいけないところなのではと思います 

 

長 沼 委 員  資料を拝見しまして、議会の皆さんが施策について、このように丁寧に、区民

目線で見ていただくというのはありがたいことだと思っております。 

 そのうえで、議会で特別委員会を設けて審議していただいているというのは、

福祉の関係部局と教育委員会、内容的に枠組みを飛び越えているということもあ

るのだと思いますが、いわゆる縦割り行政はだめだというメッセージとも受け止

めた方が良いと思っております。 

 一番こわいのは、双方が、それはそちらがやることでしょうという形になって

しまい、結果的に被害が拡大してしまうということなので、このようなことを絶

対に避けるため、多少お互いの役割が重複しても良いので、被害が起きないよう

な仕組みを、これから福祉の関係部局も増員して頑張って取り組んでいくという

ことですが、教育委員会も連携・協働、これをしっかりと意識して取り組んでい

かなければいけないというメッセージをこの資料から感じ取りました。 

 

青 木 委 員  長沼委員のお話を聞いていて、大学の中でも、いわゆるセクショナリズムとい

うものをどのように撤廃していくのかということで、同じものができるかどうか

は別として、インスティテューショナルリサーチという仕掛けがあります。 

 要するに、中を統括して、横をどのようにつなげるのかということを常に監視

して、危機的な事態にどのように緊急に対応していくのかというものがあって、

今、そこのまとめ役を私が担っているのですが、縦割りを横にどのようにつなぐ

のかというところを、いわゆる学部長直轄などといった形、区でいえば区長直轄

といった形でセクションを超えて取り組まないといけないことなので、かなり力

を入れる必要がありますが、そのような組織団体をこの中につくれるのかどうか

という話になろうかと思います。 

 コンプライアンス遵守という側面からも、そうしたところを教育機関などは求

められているというところを含めて、教育委員会が中心になるのかどうか分かり

ませんが、そのような横つなぎのものができると良いのではないかと思います。 

 大学ではそうしたもので部局を超えてつなげなさいというような情報を出すよ

うになっているので、今、長沼委員のお話を伺って、そのような動きがあると良

いと思いました。 

 

高 野 委 員  私は、なんば英一議員の質問に対する教育委員会と子ども家庭部の答えが、ど

ちらも切れ目なく自立した社会生活を送れる体制を整えていきたいとか、次回、

議題となる不登校対策にも関係することから、教育委員会と連携し、子どもを支

えていくより良い体制をつくっていきたいというような答えなのですが、具体性
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があまり感じられなくて、今、既に不登校の問題などはとても大きな問題になっ

ているわけなので、教育委員会としてはこのような体制をつくっていきたいとか、

また、今後、新しく子ども家庭総合支援センターができたときには、こうしたと

ころをもっとお願いしていきたいという、何か具体的なビジョンのようなものが

ないと、言葉だけで終わってしまっているような形だと、私は受け止めてしまい

ました。 

 ですから、このような部分が足りないので、もっと強化していきたいとか、こ

のような部分を他の部署にもっと連携を深めて協力していただきたいのだという、

何か具体的なアプローチというものが見えると良いと、資料を読んでそのように

感じました。 

 

次 長  個別具体的な話については、持ち合わせていなかったのですが、今は確かに色

々なことを行っていますが、いわゆる板橋区版ネウボラに即して取り組んでくだ

さいというような希望もあります。 

 そこにどうやって当てはめていくのかというところは、なかなか明確な答えが

出てこないということで、これについては、時間をかけずに、希望に対してどれ

だけのものを正確に返していけるのか、しっかりと受け止めて、早急にそうした

システムを構築していきたいとは思っております 

 

指 導 室 長  教育委員会と区長部局のつながりということでは、指導室と子ども家庭支援セ

ンター、このつながりが非常に多いのではないかと思っております。 

 学校で起きたことも、基本的には私どもを通す、あるいは学校から子ども家庭

支援センターに連絡していただくという形をとっています。 

 学校は持っている情報が少なく、ケースによっては、医療につなげた方が良い

のか、福祉につなげた方が良いのか、専門的な児童相談所につなげた方が良いの

かという情報判断が非常に難しいところです。 

 そうなったときに、子ども家庭支援センターというのは、本当に幅広く相談窓

口を開いてくださっていて、そのケースに応じたケース会議も率先して開いてい

ただけていますし、様々な分野につなげていただけているということが非常に大

きいと思っております。 

 そうした意味で、子ども家庭支援センターが児童相談所の機能も合わせ持つと

いうことは、非常に学校サイドから見ても、子どもたちサイドから見ても、あり

がたいと思っております。答弁の中にあったとおり、さらに機能が強化されてい

くわけですから、この部分は非常にありがたいと思っております。 

 また、この個別支援計画というのも、ここでお話しされてから、関係課長で集

まって、何回か勉強させていただいているところです。 

 ただし、個人情報について、どこまでそれぞれの所管が持てるのかという大き

な問題もありますし、そうではなく、保護者が持っているというような、先行し

ている自治体もあるということも、勉強会の中で教えていただくようなこともあ

りましたので、可能性はぜひ探っていきたいと考えております。 
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教 育 長  家庭の問題というのは非常に大きくて、それがイコールプライバシーにかかわ

るというところなのですが、今まではどちらかというと啓発という名のもとに、

来てくださいというところから、かなりアウトリーチの方向に進んできていて、

相談自体がそうだと思うのですが、寄り添うという意識化が、どの程度現実味を

帯びてくるのかということと、限られたそれぞれの家庭の思いを実際に打ち破っ

てまで中に入り込むところの難しさというのが、大きな課題なのではないかと思

っている中で、今、各委員からお話があったように、そこは単体ではなく、教育

委員会を含む区としての総合力というところが必要になってくるのではないかと

いうことを、皆さんのお話から感じました。 

 つなぐ、つながる、そして結果的に、色々な意味でつながっていくことによっ

て家庭の問題が少しクリアになって、子どもたちへの良い影響にまさにつながる

ということが期待できればと思っております。 

 

○報告事項 

２．令和２年度 組織改正・予算・職員定数について 

（総－１・教育総務課） 

教 育 長  それでは、報告２「令和２年度 組織改正・予算・職員定数について」、教育

総務課長から報告願います。 

 

教育総務課長  資料「総－１」をご覧ください。 

 初めに、令和２年度の組織改正についてです。 

資料の４ページ目をご覧ください。 

 ３、改正点ということで、組織改正の主な内容でございますが、（１）です。 

 いたばし魅力発信担当課長をブランド戦略担当課長に変更します。 

 板橋ブランド確立の観点から庁内横断的な取組を行うとともに、板橋ブランド

を戦略的に発信するためのものでございます。 

 続いて、（４）戸籍住民課マイナンバーカード交付推進係を新設します。マイ

ナンバーカードのこれまで以上の普及・啓発をめざします。 

 続いて、（５）健康推進課については、①受動喫煙対策推進係を新設します。

施策の推進を図るとともに区民に対する分かりやすい名称とする必要があること

から、②健康サービス係を母子保健係に、③管理係を健康づくり係に変更します。 

 資料の５ページ目をご覧ください。 

 （６）福祉部です。①障がい者福祉課を廃止し、②計画や施策を所管する障が

い政策課と、③サービスや窓口・事業に係る業務を所管する障がいサービス課を

新設するものでございます。 

 また、障がい者の権利擁護、虐待防止、差別解消の推進等を担う係として、障

がい政策課に自立支援係を新設します。加えて、発達障がい者や医療的ケア児へ

の対応を初めとした、切れ目のない支援体制を構築するため、障がいサービス課

に地域生活支援係を新設するものでございます。 
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 続いて、（７）子ども家庭部です。 

 ①仲宿保育園を閉園します。また、大山西町保育園を民営化するということで、

廃止になるものでございます。 

 ②児童相談所設置担当課長を廃止します。 

 ③児童相談所開設準備課を新設することにより、ロードマップどおりの開設に

向けた体制を強化するものでございます。 

 なお、今年度、教育委員会事務局の組織改正はございません。 

 ４、組織増減数については、①部長級組織の増減はありません。②課長級組織

は１増、③係長級組織の増減はありません。 

 続きまして、令和２年度予算の概要でございます。 

資料の９ページ目をご覧ください。 

 １、予算編成の基本的考え方です。 

 （１）編成方針です。「いたばしＮｏ．１実現プラン２０２１」の中間年とし

て重要な年であることや、東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会

のレガシーを見据えつつ、ＳＤＧｓの視点で、事務事業の連携・改善を図るよう

予算編成を行ったことが示されてございます。 

 （２）財政見通しです。令和２年度の経済見通しとして、景気は回復基調が続

くと見込まれており、本区においては、納税義務者の増などによって、特別区民

税の増収を見込むものの、地方法人課税の一部国税化の影響により特別区交付金

の大幅な減収が見込まれると同時に、今後も大きな減収をもたらす税制改正の動

きが相次いでいる中で、幼児教育等の無償化など、行政需要は増す一方であり、

区財政は一層厳しくなることが想定されるとの認識を示してございます。 

 続いて、次のページの中段、２、財政規模です。 

 一般会計は、前年比２．６％増の２，２１９億１，０００万円で、４つの特別

会計を合わせると、前年比２．１％増の３，３３０億５，３００万円となります。 

 続いて、資料の１２ページ目をご覧ください。 

 令和２年度当初予算概要について説明いたします。 

 １、一般会計の歳入の特徴的なところでございます。 

 １点目が特別区税、先ほど申しましたように、納税義務者の増加や一人当たり

の所得の増額により、前年対比４億６，９００万円増の４７０億１，６００万円

となっております。 

 続いて、特別区交付金です。地方法人課税の一部国税化の影響等により、前年

対比４１億円の大幅な減でございます。 

 一方で、繰入金です。義務教育施設整備基金や公共施設等整備基金などから８

７億円を取り崩し、改築・改修事業に充てています。 

 また、特別区交付金の大幅な減収により、財政調整基金から５０億円繰り入れ

たことから、前年対比２２億円の増となっているところでございます。 

 続いて、資料の次のページ、歳出の目的別についての特徴的なところです。 

 福祉費は、保育所待機児対策の推進に伴う私立保育所保育運営費や障がい者自

立支援給付費などの増により、前年対比２５億円の増です。 



13 

 また、教育費です。学校施設の改築・改修、中央図書館の改築などによって、

前年対比８４億円の増でございます。 

 一方で、土木費です。再開発事業経費や区営住宅改築経費が増となるものの、

東武東上線連続立体化事業の基金積立が終了したことにより、前年対比４９億円

の減でございます。 

 なお、教育費の予算構成比は、今年度当初１１．１％から１４．６％と、３．

５ポイントの大幅増となってございます。 

 続いて、資料の次のページです。 

 歳出の性質別では、人件費が会計年度任用職員経費の増により、前年対比１２

億円の増でございます。 

 社会保障制度の一環として、児童、障がい者などに対して国や地方公共団体が

行う支援に要する経費である扶助費が、前年対比３７億円の増でございます。 

実施計画経費が、改築・改修の増により、前年対比３７億円の増でございます。 

 以上が、予算の概要でございます。 

 続いて、令和２年度の職員定数についてでございます。 

 資料の１５ページ目をご覧ください。 

 初めに、下段の３、職員定数査定結果です。 

 令和２年度の職員定数は、前年度と同じ３，４７６人でございます。 

 内訳としましては、５１名の増に対し、５１名の減で増減なしでございます。 

 資料の次のページです。 

 ４、職員定数重点項目において、教育委員会が関係している事項を中心に説明

いたします。 

 初めに、（１）です。いたばしＮｏ．１実現プラン２０２１「実施計画」の推

進では、②魅力ある学校づくりプランへの対応で、２名増です。 

 また、③中央図書館改築準備の推進で、２名増です。 

 同じページの中段、（２）です。いたばしＮｏ．１実現プラン２０２１「経営

革新計画」の推進では、②学校用務の委託化で、６名減です。 

 学校において、技能系職員の退職不補充、または調理から用務への転職務等に

より、職員の不足が生じた場合には、委託化を図っております。令和２年４月の

時点で職員の不足が生じることから、用務業務で３校の新規委託を行うものでご

ざいます。 

 続いて、資料の２０ページ目をご覧ください。 

 こちらに教育委員会事務局についての詳細が載っております。 

 令和元年度は１９５名に対して、令和２年度は５名増の２００名になります。 

 また、学校については、令和元年度１３９名に対して、令和２年度は６名減の

１３３名になります。 

 内容といたしましては、記載のとおりでございます。 

 学務課、中央図書館、指導室、新しい学校づくり課、生涯学習課、教育支援セ

ンターにおいて、事業量の増に伴って定数増があります。 

 以上が、来年度の組織改正・予算・職員定数についてでございます。 
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 続いて、昨日、令和２年度の当初予算案がプレス発表されましたので、参考と

して資料を配付させていただきます。 

 「令和２年度 当初予算案プレス発表」の資料をご覧ください。 

目次を見ていただきますと、今回、新規拡充事業１０事業が示されております。 

 そのうち教育委員会関係は、資料の１３ページの「板橋区コミュニティ・スク

ールが区立全小・中学校でスタート」、それから、資料の１５ページの「屋内運

動場を良好な環境へ！冷暖房機の設置」が示されてございます。 

 こちらについては、所管課から説明させていただきます。 

 

地域教育力推進課長  資料の１３ページをご覧ください。 

 板橋区コミュニティ・スクールが４月から本格実施されますので、そのプレス

発表資料ということで作成しております。 

 今まで対内的にお話ししている視点から、対外的な視点で記載しておりまして、

板橋区コミュニティ・スクールというのは、従来の説明どおり、コミュニティ・

スクール委員会と学校支援地域本部、こちらが両輪で、一体的に機能することで

行うものですということで書いております。 

 資料の次のページです。こちらに少し違う視点で説明しているのですが、基本

的に板橋区コミュニティ・スクールとは何かと問われたときの１つの視点、答え

方の視点として、子どもたちの未来を育む新たな学校の経営の形ですということ

でご案内をしております。 

 考え方としては、近未来、２０３０年頃には超スマート社会が到来する中で、

そのような未来を支える子どもたちの学びを充実させるためには、学校だけでな

く、保護者や地域が一体となって、子どもたちを育む地域とともにある学校とい

う新しい学校経営の形に転換を図る必要がありますという考え方のもと、板橋区

のコミュニティ・スクールは、学校支援地域本部はもとより、ＰＴＡなどの普段

から学校支援をしていただいている地域の方のさらなるご協力のもとにスタート

して、学校の困りごとの解決、学校教育活動への協力、先生の働き方改革の支援

などを通じて、多様な学びの機会の創出や、先生が子どもたちと向き合う時間を

増やすなどの、これまで、従来の学校運営の形では実現が難しかった教育課題を

解決する新たな仕組みとして整えてスタートしますということを記載して、プレ

ス発表としています。 

 

新しい学校づくり課長  続いて、「屋内運動場を良好な環境へ！冷暖房機の設置」について説明させて

いただきます。 

 資料の１５ページをご覧ください。 

 区立全小・中学校の屋内運動場に冷暖房機を設置するということで、令和２年

度、令和３年度の２カ年をかけまして、区立全小・中学校、対象校数としまして

は６４校になりますが、その体育館に冷暖房機を設置いたします。 

 ちなみに対象外となりますのは、今年、既に効果検証のために設置した中学校

５校、また、もとから設置されている志村第一中学校、それから、現在、工事を
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行っている板橋第十小学校、上板橋第二中学校については、工事の中で設置して

いきますので、今回は対象校６４校の中からは抜けている形になります。ちなみ

に令和２年度には、３４校への設置を予定しているところでございます。 

 ただし、東京都の補助金を活用して設置いたしますので、東京都の補助金の対

象校数が来年度にならないと発表になりませんので、その数を踏まえて、設置校

の数は最終的には決めていきたいと考えているところでございます。 

 設置に関しましては、今年、中学校５校で効果検証を行いまして、夏場の体育

館を冷やす効果について、一定程度、効果検証ができておりますので、その効果

検証を踏まえまして、効率の良い設置の仕方で進めていきたいと思ってございま

すが、学校の形状によっては、今回、設置したものが、資料の下の写真のところ

にありますが、キャットウォークと呼ばれる２階にある通路のところに室内機を

設置しまして、そこから冷たい風を送るという形にしておりまして、こちらの写

真が、設置のものではなくて申しわけないのですが、その２階の窓部分のある通

路のところに設置しておりますので、そのような通路がない学校や通路が非常に

狭い学校などには設置の際の工夫が必要になりますが、基本的には、今回、５校

で設置したものを設置していきたいと考えているところでございます。 

 体育館は、当然、子どもの体育の授業であったり、集会であったりに使われる

ので、子どもの教育のための良好な環境を整えるために設置していきたいと思っ

ておりますし、近年、猛暑による熱中症が大変話題になりましたので、そのよう

な対策のためにも設置していくとともに、いつ起こるか分からない災害の際、例

えば昨年の夏の大雨の際には避難所を２２カ所開きましたので、そのような避難

所の良好な環境のためにも、２カ年で設置していきたいと考えております。 

 スケジュールとしましては、令和２年度になりまして、学校数などを決めまし

たら、入札により賃貸借契約を行っていきまして、７月から９月の間に、現地調

査、設計をしまして、設置作業は１０月から年明け１月を考えてございます。令

和３年２月からの稼働を考えているところでございます。 

 夏場の稼働には対象校の数が多過ぎて間に合わないということで、本来であれ

ば間に合わせた方が良かったところではありますが、このようなスケジュールで

考えているところでございます。 

 令和３年度も、残りの学校につきまして、同じようなスケジュールで進めてい

きたいと思ってございます。 

 予算につきまして、資料の１６ページに載っておりますが、１，６００万とい

うのは、令和２年度の予算でございます。 

 その下に米印で、全校に設置した場合の１０年間のリースを見込んだものを記

載してございます。総額として１８億２，３００万の予算を見込んでおります。

そちらは、全校に展開した場合の必要経費、今回、今年度につきましては、中学

校５校の分も含めた経費の総額を記載させていただいているところでございます。 

 

教 育 長  質疑、意見等がございましたら、ご発言ください。 
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青 木 委 員  今回、学校整備週間実施後の教育委員視察で小・中学校を色々と見させていた

だいて、大変印象に残ったのは、今のお話の冷暖房機のことや、災害時の避難所

ということを含めて、区立幼稚園のことがありました。災害が起こったときに、

避難場所に困る場所に設置されている幼稚園がございます。 

 避難経路や避難設備が非常に心配というのは、高島幼稚園、新河岸幼稚園のど

ちらも共通するお話でしたが、新河岸幼稚園については、２階に上がることがで

きますが、高島幼稚園については、屋上しか避難する場所がないということで、

その避難訓練等ももちろん行っているのですが、その辺りがやはり心配だという

ことでした。 

また、園長先生から、幼稚園については、冷暖房機の設置は別として、バリア

フリー化などの進み方が弱いというお話がありました。 

 特に高島幼稚園では、身体に配慮が必要な子どもが入園したいとして来られた

ものの、結局、高島幼稚園でも新河岸幼稚園でも、どうしてもケアができないと

いうことでお断りせざるを得なかったというようなお話がありました。 

 保育園を含めて、福祉の面からも、そのような、障がい等を含めての子どもの

ケアという中で、身体的な障がいがある方の行き場所がないというお話でした。 

 幼稚園、保育園、区立も私立もみな断られて相談に来たという話があったので、

もちろん小学校、中学校は大事だと思うのですが、子育て支援の中で、幼稚園や

保育園の部分というところにももう少し目を向けていただけるとありがたいとい

うお話があったので、この場を借りてお伝えさせていただきました。 

 

学 務 課 長  ご指摘の点、非常に重要なところだと考えています。 

 現在、区立幼稚園の入園児が減っているという課題もございます。 

 一方で、区立だからこそできること、また、求められていることが、青木委員

のご指摘のとおりだと思いますので、バリアフリー化について、それから避難所

について、様々な要因も考慮しながら、早急に検討を始めたいと思います。 

 

教 育 長  そのほか、よろしいでしょうか。 

 

（はい） 

 

○報告事項 

３．令和２年度 入学式・入園式等について 

（指－１・指導室） 

教 育 長  それでは、報告３「令和２年度 入学式・入園式等について」、指導室長から

報告願います。 

 

指 導 室 長  資料「指－１」をご覧ください。 

 既に教育委員会で報告させていただいたのですが、天津わかしお学校の終業式

・入学式の日程を４月１２日から４月５日に変更するというご報告でございます。 
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 現在、４月１２日を入学式・始業式とした場合、余剰時数が２７時間しかない

という報告をいただいております。 

 特に今年度は台風の影響を受けまして、計１０日間、臨時休業になりました。

このようなことを踏まえ、来年度、欠時数を防ぐためにも、余剰時数は一定数確

保しておくことが必要と考えております。 

 これを受けまして、４月５日に始業式・入学式とすると、余剰時間が７６時間

確保できるという報告をいただいております。 

 このような理由から、令和２年度の入学式・始業式を４月５日に変更したいと

考えております。 

 

教 育 長  質疑、意見等がございましたら、ご発言ください。 

 今年度については、計１０日間臨時休業ということだったのですが、カリキュ

ラム的な、時数的な問題というのは、どのような状況だったのでしょうか。 

 

指 導 室 長  午前授業の日に午後の授業を加えたり、５時間授業の日を６時間授業に変えた

り、協議も計画していたものを少し変更させていただいたりして、授業日数等を

確保する形で、授業日数は計画どおり確保できる見込みになっております。 

 

教 育 長  そのほか、よろしいでしょうか。 

 

（はい） 

 

○報告事項 

４．学校支援地域本部事業「統括コーディネーター」の配置について 

（地－１・地域教育力推進課） 

教 育 長  それでは、報告４「学校支援地域本部事業「統括コーディネーター」の配置に

ついて」、地域教育力推進課長から報告願います。 

 

地域教育力推進課長  資料「地－１」をご覧ください。 

 先ほどもご説明いたしました、新しい学校運営の形であります板橋区コミュニ

ティ・スクール、その両輪をなすうちの１つ、学校支援地域本部事業でございま

すが、平成３０年度から区内全校実施となっており、現在、活発な活動が行われ

ております。 

 ただし、学校に応じて歴史が長い、短いの差もある中においては、まだまだ積

極的な支援が必要だと考えているところでもあります。 

 そうした中で、学校支援地域本部事業を担う各校の地域コーディネーターを支

援する役割を担う、統括コーディネーターという仕組みを令和２年度から配置し

たいと考えております。 

 ２、統括コーディネーターの概要です。 

 活動内容として考えておりますのは、１つ目が、新任の地域コーディネーター
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向けの支援です。 

 初めてコーディネーターになっていただいた方に、活動の始め方や他校のコー

ディネーターとの連携の方法などについて相談に応じたいと考えております。 

 ２つ目が、既存のコーディネーターの方向けにも様々な支援をしたいというこ

とで、新しい学校支援活動を始めようと思ったときの方法や同じような学校との

連携、それから、次世代のコーディネーターの育成など、既存の地域コーディネ

ーターにも抱える様々な悩みがありますので、そのような部分の相談にも応じた

いと考えております。さらには地域コーディネーター向けの研修の企画運営、こ

のようなものについても携わっていただきたいと考えております。 

 また、東京都の統括コーディネーター向け会議が年３回程度あるのですが、こ

ちらも区のコーディネーターを代表して出席していただきたいと思っております。 

さらには様々な調整、報告、事務処理などもお願いしたいと考えております。 

 統括コーディネーターの募集方法と人数なのですが、公募によりまして１名募

集したいと考えております。 

 公募期間を２月２２日から３月１０日までと設定しまして、募集要項に基づい

て申込みを受けまして、選考という形でお１人を決定したいと考えております。 

 これに伴う様々な規程の整備、要綱改正も合わせて行いたいと考えております。 

 

教 育 長  質疑、意見等がございましたら、ご発言ください。 

これは板橋区外の方も対象になるのでしょうか。 

 

地域教育力推進課長  募集要項上は、そのような形で設定してありますので、非常に能力がある方で、

適任者であれば、板橋区外の方も対象になる状態になっております。 

 

教 育 長  そのほか、よろしいでしょうか。 

 

（はい） 

 

教 育 長  次に、教育委員会次第にはございませんが、追加報告事項はありませんか。 

 

（なし） 

 

教 育 長  それでは、先ほど申し上げましたように、日程第二 議案第２号については非

公開として聴取いたします。 

 なお、この議案をもって本日の委員会は閉会いたしますので、傍聴人の方はご

退席願います。ありがとうございました。 

 

（傍聴人 退席） 

 

○議事 
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日程第二 議案第２号 意見の聴取について 

           １．令和２年度東京都板橋区一般会計予算 

（教育総務課） 

           ２．令和元年度（平成３１年度）東京都板橋区一般会計 

補正予算 

（教育総務課） 

           ３．東京都板橋区職員定数条例の一部を改正する条例 

（教育総務課） 

           ４．職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

（教育総務課） 

           ５．職員の職務に専念する義務の特例に関する条例の一 

部を改正する条例 

（教育総務課） 

           ６．職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する 

条例の一部を改正する条例 

（教育総務課） 

           ７．東京都板橋区職員の倫理の保持及び公益通報に関す 

る条例の一部を改正する条例 

（教育総務課） 

 

（非公開） 

 

教 育 長  それでは、以上をもちまして、本日の教育委員会を終了いたします。 

午前 １１時 ２０分 閉会 


